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概　要

　本稿は、神奈川県川崎市の公立文化施設を題
材に、施設の設置目的の観点から、指定管理者
制度の取り巻く現状の変化に伴い、施設運営に
どのような問題が生じているのかを検討する。
公の施設運営に指定管理者制度が導入されてか
ら約 15年以上が経つ。一般に公の施設運営に
指定管理者制度を導入することで、公の施設の
設置目的をより一層達成することが期待され
る。しかし、そうした期待に反してさまざまな
問題点も指摘されてきた。例えば、2010年の
総務省自治行政局長通知「指定管理者制度の運
用について」では、指定管理者制度の導入に際
して、コスト偏重になっていないかなどの留意
すべき点が示された。もちろん、こうしたコス
ト偏重の問題は今もなお改善すべき重要な課題
であると考えられるが、2010年以降の指定管
理者制度の活用をみてみると、公の施設運営に
対して指定管理者のノウハウやアイディアをよ
り一層活用しようとする動きが散見されるよう
になってきた。一般に注目を集めた例として「ツ
タヤ図書館」などがあげられる。本稿は、そう
した公の施設運営に対して民間事業者のノウハ
ウやアイディアをより一層活用しようとする動
きに焦点を合わせるものである。最終的に、そ
の動きは理念では「企画と実施」の一体化が期
待できるのかもしれないが、実施担当者が施設
のねらう効果や目的を意識できるような環境を
整備していないと、指定管理者制度の導入自体
がマイナスに作用する可能性があることを指摘
する。

1．はじめに

　現今、自治体を取り巻く現状の厳しさが叫ば
れて久しい。人口減少に伴う労働人口の減少や
空き家対策、高齢者単独世帯の増加による介護
や福祉等の需要の増加、気候変動による短時間
強雨や大雨の強度・頻度の増加による河川の洪
水、土砂災害への対応など、自治体はさまざま
な課題に取り組むことが求められている。その
一方で、1994年をピークに地方自治体の総職
員数は減少傾向にあることが一般に主張される
ことや、生産年齢人口の減少に伴い今後ますま
す税収の減少が予想されるなど、公共サービス
の供給を自治体単独で担うことが難しいことは
周知の通りである。こうした状況の対応につい
て、2015年 8月の総務大臣通知「地方行政サー
ビス改革の推進に関する留意事項について」
（URL1）では、引き続き質の高い公共サービス
を効率的・効果的に提供するためには、ICTの
徹底的な活用や、民間委託等の推進などによる
更なる業務改革の推進が必要としている。
　公共サービスをどのように供給するのかにつ
いて、NPM（New Public Management）的考え
は「死んだ（dead）」のではないかとの指摘が
ある（Dunleavy et al. 2006）一方で、NPMは日
本において過去のものなのか、そして、自治体
のコストカット圧力が依然と続いている中で、
この概念を過去のものとして捉えて良いのかど
うかを検討する必要があるといった指摘もされ
てきた（金川 2018）。もっとも、本稿が題材と
する指定管理者制度に焦点を合わせたとして
も、これまでにもさまざまな問題点が指摘され
てきた。たとえば、2010年 12月に各都道府県
知事等に向けて発出された総務省通知「指定管
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理者制度の運用について」（URL2）では、「指
定管理者制度は、公共サービスの水準の確保と
いう要請を果たす最も適切なサービスの提供者
を、議会の議決を経て指定するものであり、単
なる価格競争による入札とは異なるものである
こと」などが指摘される。また、秋吉（2018：
252-3）は、指定管理者に選定された団体は、
施設の指定期間が決まっているため、次期指定
期間に選定されない場合は、その業務のために
雇用した人を解雇する可能性があるといった雇
用問題について言及している。他にも、2019
年 5月に公表された総務省「公の施設の指定管
理者制度の導入状況等に関する調査結果の公
表」（URL3）では、指定管理者における業務の
範囲の状況について、都道府県・指定都市・市
区町村のいずれも指定管理者制度を導入した約
99％以上は施設の維持管理・設備操作を指定管
理者に委ねているが、近年では床板の不具合に
よる事故や天井の落下などが発生しており、施
設の維持管理をどのように考えていくのかも重
要となる。
　しかし、本稿では、指定管理者制度を検証す
るにあたって指定管理者による施設運営と制度
導入の目的との関係に着目したい。なぜなら、
2003年改正後の地方自治法（第 244条の 2第 3
項）には、「普通地方公共団体は、公の施設の
設置の目的を効果的に達成するため必要がある
と認めるときは、条例の定めるところにより、
法人その他の団体であって当該普通地方公共団
体が指定するもの（以下本条及び第二四四条の
四において『指定管理者』という。）に、当該
公の施設の管理を行わせることができる」とあ
るが、公の施設の設置目的をより一層達成する
ために指定管理者制度を導入するのであれば、
指定管理者が行った活動結果をどのように「評
価」できるのかという疑問があるからである。
だが、たとえば山谷（2007：10）は、インプッ
トの節約、人件費や施設のランニング・コスト
の見直し、指定管理者制度の導入による経費
削減策、施設建設のための PFI（Private Finance 
Initiative）導入などの議論は「評価」に適さな
いのではないかと指摘している。この指摘は本
稿において重要なものであり、これから論じて
いくことになる。ただし、2010年以降の指定
管理者制度の活用事例を見ていると、指定管理
者制度の理念にもあるように、決められたこと

を自動的・機械的に実施するというよりも、よ
り一層民間のノウハウやアイディアを活用した
施設運営を目指す動きが散見される。つまり、
そうした活用をより一層目指すのであれば、指
定管理者の活動結果を把握し、それをどのよう
に「評価」すれば良いのかについても検討して
いくことが重要ではないだろうか。本稿では、
そうした問いを分析・検討していくものである。
　本稿は次のように構成される。2章では、「評
価」の考えを整理し、何のために「評価」を活
用するのかを確認する。特に、古典的ではある
が Laneの「Implementation」の概念を参考に、
より一層民間事業者のノウハウを活用した施設
運営を目指す今日においては「評価」活用が不
可欠であることを確認する。次に、指定管理者
制度の活動結果はどのように分析されてきたの
かについて先行研究を確認し、どのような課題
があるのかを検討する。3章では、川崎市の公
立文化施設を題材に、実際の指定管理者による
活動結果とその評価の関係を分析する。2010
年以前では、指定管理者制度とは直接関係しな
いが、民間委託による施設管理のケースとし
て、埼玉県ふじみ野市のプール事故が大きな話
題を呼んだが、2010年以降では、より一層民
間のノウハウを活用して公の施設のあり方を問
い直す動きが散見される。そうした「性能発注」
的考えに伴う指定管理者の活動を分析すること
で、具体的にどのような問題が生じているのか
を分析する。最終章では、本稿の分析の限界と
今後の課題について言及する。

2．指定管理者制度の施設運営評価

2. 1　評価の活用

　「評価」と一口に言っても多様な活動を示す
言葉である。例えば山谷（2007：6）によれば、
事前評価を意味するアセスメント（assessment）、
分析（analysis）、査定（appraisal）、鑑定・見
積もり（estimate）、予告・下検分（preview）、
実績評価を意味する目標管理型の業績測定
（performance measurement）、対象を項目にもと
づいて格付け・順序付け（ranking）、等級付け
評定（rating）、何らかの価値にもとづいて行わ
れる価値付け（value）、統計学や社会学を応用
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して行われる調査（research）、研究（study）、
概観・総覧（review）、そして ‘evaluation’ など
多くの言葉や概念が存在するという。また、山
谷（2006：71）は、政府活動における評価を
「何らかの判断や決断をくだす場（人）に、情
報を提供する活動」と定義している。この場合
の情報とは、「単なる生データやアウトプット
の数字だけではなく、入手したデータや数字を
一定の目的に従って分類・分析・比較して、整
理し、判断に役立つように洗練するツール」（山
谷 2015：72-3）としている。
　一般に、政策過程のステージモデルを参考
にすれば、評価は実施後に位置付けられてい
る。しかし、評価の役割は、実施後、あるいは
実施中に限らず、実施前においてもより良い政
策やプログラムをつくるために重要である。た
とえば、Rossiと Berk（1981：287）は、評価
研究（evaluation research）は政策の策定、プロ
グラムの設計および改善、ならびに実施または
検討中のプログラムの効率性と有効性の検証な
どに用いられるものだとしている。具体的に
は、当該問題は社会問題としてどの程度広範囲
に影響を与えているのか、その問題を解決する
（ameliorate）ためのプログラムは制定可能か、
プログラムは効果的か、コストを正当化するた
めに十分な利益を生み出しているのかなどを挙
げている。
　本稿は、実施担当者が実際に活動したあと、
施設のねらう目的や効果との兼ね合いでどのよ
うな効果や成果を産出したのかを把握するた
めの「評価」の活用に着目するものである。政
策実施研究の先駆的な研究である Pressmanと
Wildavsky（1973） の「Implementation」 で は、
財源等を十分に確保し、政策決定時に政治的な
合意が得られていたとしても、当初の政策目的
を実現することが難しいことが示された。こうし
た研究では、決定それ自体はある種のセレモニー
に過ぎず、政策の実質的内容は実施される中で
定まるものだという考え方を定着させてきたも
のと言える（真山 2020）。実施プロセスは、機械的・
自動的に行われるものではないとすれば、実施
プロセスの中でどのように実質的な内容が決め
られるのかを分析することが重要となる。しか
し、それだけでなく、何のために実施するのか
を検討することも重要である。なぜなら、例え
ば Lane（1987）は「Implementation」の概念につ

いて、Webster's Dictionary（1971）や The Shorter 
Oxford English Dictionary（1965）を参考に大き
く 2つの意味があるとしている。1つは、前述し
たように、実質的な効果を与えるという意味で
あり、もう 1つは、「to carry out something」や「to 
accomplish something」というように何らかの目
的を達成するために実施するという意味である。
もちろん、政策を綿密に設計したとしても、当
初の政策の内容通りに実現できるとは限らない。
それゆえ、実施中あるいは実施後に実際の活動
結果を把握し、政策目的との兼ね合いで何がう
まくいっているのか、あるいは何がうまくいって
いないかについての理解を深めるために「評価」
の活用が不可欠となる。
　問題なのは、そうした「評価」の活用が指定
管理者制度において十分にできていないのでは
ないかということである。たしかに、前章でも
触れたように、そもそも指定管理者制度は政策
目的との兼ね合いで評価を検討するものではな
いとの指摘がされてきた。しかし、これまでの
指定管理者制度の導入事例を確認すると、必ず
しもそうとは限らず、指定管理者制度の活用次
第では上述した「評価」の活用が重要であり、
そうした活用が十分にできていないことを問題
視するものである。次節では、まず指定管理者
による施設運営に関する先行研究を確認する。

2. 2　指定管理者による施設運営

　これまで行政機関が担っていた活動を指定管
理者に委ねることで、行政機関はどのような役
割を求められることになるのか。南（2008：5）
は行政機関に求められる役割として、公的施設
の建設と改修という基本的な維持管理の計画策
定、日常的な施設運営の計画策定と仕様書作
成、指定管理者の選定とモニタリング（管理監
督・評価）をあげている。また南は、公共施設
である以上、設置責任、運営管理責任は行政機
関にあることは言うまでもなく、民間事業者に
施設を委ねた以上はその民間事業者に対する履
行確認も含めて包括的なモニタリング（管理監
督・評価）の責任が生じることを指摘する。モ
ニタリングとは、稲澤（2010：30-1）によれば、
「適切なサービスが提供されているかを受任（受
託）者および委任（委託）した自治体、第三者
機関が日常的に監視するものであり、必要な場
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合は適宜行われる軽微な指導や助言も含まれる
活動」と定義される。こうしたモニタリングを
機能させることで、求めるべき質の向上とコス
トの削減を確認し改善を進めるだけでなく、委
託者（委任者）側にアウトソーシングした事業
や施設運営のノウハウを保全していくという意
義もある（稲澤 2010）。
　指定管理者制度におけるモニタリングの主体
は、指定管理者自身、委任者である自治体所管
課、施設利用者を含む第三者機関に大別できる
（大竹 2008；稲澤 2010）。大竹（2008：15）は
それぞれのモニタリングについて次のように述
べている。まず、指定管理者自身によるモニタ
リングは、運営や維持管理、利用率、収支、財
務等も含めた評価シート（チェックシート）等
を作成し、指定管理者が自ら評価して自治体に
報告することや年次・月次報告書がこれにあた
るとしている。次に、自治体によるモニタリン
グは、定めた業務水準等に照らし合わせて自治
体がチェックしたり、定期的な報告を求める行
為となる。最後に、業務水準の維持・向上及び
見直し・是正のためのモニタリング領域にとど
まらず、「コンプライアンス」「環境」「ガバナ
ンス」「危機管理」「情報開示」「品質」「労働安
全性」「社会貢献」「個人情報保護」「情報セキュ
リティ」など非財務部門の事業全体について利
用者や専門機関などの視点で実施する外部か
らの評価を「第三者評価」1と整理する（大竹 
2008）。

　また、大竹（2008：16-20）はモニタリング
の構成について次のように整理している。すな
わち「業務の履行確認」「サービスの質的評価」
「指定管理者の業務遂行能力（財務等）」「年度
業務報告の提出」「行政との定例会議」である。
第一の「業務の履行確認」とは、仕様書や事業
計画書などで実施すると謳われている内容をき
ちんと履行したかを確認する行為としている。
有資格者の配置や開館・閉館時間、研修計画の
履行、安全マニュアルの作成やその対応など、
当初から計画したことを実施したかなどを確認
する。第二の「サービスの質的評価」とは、第
一の「業務の履行確認」では把握することが難
しい「サービスの質」を、アンケート調査など
を用いて測定・評価する行為としている。例え
ば、従業員の接客や清掃、空調、水質、雰囲気
など目に見えないサービスをアンケート調査な
どにより利用者に判断（点数評価）してもらう
ことが重要としている。第三の「指定管理者の
業務遂行能力（財務等）」とは、指定管理者が
今後継続して安定した施設経営が可能かなどの
業務遂行能力を判断する行為としている。例を
挙げると、利用者の安定的確保や収入状況、本
社の財務状況などの施設経営に関する指定管理
者の財務的能力を数値で表し、今後の経営状況
を判断する材料にするという。第四の「年度業
務報告の提出」とは、地方自治法第 244条の 2
の 7項にて規定されている義務的行為であり、
計画に基づいた目標達成の状況や運営、自主事

1大竹（2008：15-6）によれば、アンケートなどによって利用者からサービス評価を受ける方法は、広義の意味で「利用者」という第三
者から評価を受けるため第三者評価の領域に入るという。

図表 1　自治体・第三者・指定管理者の関係
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出所：大竹（2008：15）、横浜市（URL4）を参考に筆者作成。
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業、維持管理などを総合的に報告書にまとめる
ものとしている。利用者人数や収支状況、計画
に対する達成率などがその一例である。第五の
「行政との定例会議」とは、施設運営に伴うさ
まざまな課題や点検・修理事項など、自治体と
指定管理者は定期的な会議を行い、報告や確認・
協議等を行うことを意味しているという（大竹 
2008：16-20）。
　しかし、こうしたモニタリングのみで指定管
理者による活動実態を把握することができると
は言い難い。例えば、山谷（2015：72）は、愛
知県の女性総合センターを例に、2011年から
実施されている「行政改革の推進に向けた外部
有識者による公開ヒアリング」では、入場者数、
ホール・和室・宿泊施設などの利用者満足アン
ケート、図書の貸し出し冊数、自主事業（クラ
シックコンサートなど）への参加者数、800人
ホールの稼働率などのアウトプット指標が主に
議論されており、それだけでは男女共同社会基
本法 9条の「施策を策定、実施する責務」を果
たしているかどうかが判断できないとしてい
る。また山谷は、アウトプットの数字に誘導さ
れ、施策が本来狙うべき成果が出ているかどう
かを判断しなくなっているのではないかとも指
摘している。
　他にも、指定管理者制度の議論ではないが、
加藤（1975）は、公立図書館の設置・運営を例
に次のように述べている。すなわち、「よく図
書館の入館者数や貸出冊子数をもって図書館の
行政効果があった証拠とされる。つまり図書利
用率が高ければ高いほど、行政効果があったと
考えられてしまうのである。しかし利用率とい
うものは、あらゆる施設についていえること
であって、何も図書館にはかぎらない。（中略）
あらゆる施設が利用率をもって、その行政効果
だとすると、それではその各々の施設の政策目
的のちがいが全くわからなくなる。そればかり
ではなく、政策目的が逆にぼやけてくるし、間
違った政策目的に置き替えられてしまう。図書
館利用率が行政効果だとすると、図書館を住民
に利用させることが、図書館の政策目的だとい
うように、効果が逆に目的を規定してしまう」

（加藤 1975：28-9）と指摘する。
　また、前田（2021：81-2）は、公の施設の管
理運営は財産管理業務とされ、自治体は制度目
的のとおり、そうした発想で指定管理者制度を
捉えているとしている。さらに、公の施設は専
ら行政サービスを実施するアウトプットの拠点
として扱われており、公の施設で得られた情報
が政策に反映されているという状況が少ない、
少なくとも見えづらい状況にあるとも指摘す
る。そのうえで前田は、指定管理者制度を発展
的に活用していくためには、新しい公共と政策
マネジメントの視点で指定管理者制度を考えて
いく必要性があると主張する 2。
　このように、先行研究では、「評価」という
よりも「測定」が中心であることが示される。
たしかに「測定」が中心であったとしてもどの
程度目標値を達成できたのかを確認することは
可能である。しかし、政策目的との兼ね合いで
実施の成果はどうであったのか、あるいは指定
管理者のノウハウやアイディアを活用して公の
施設運営の何がうまくいっていて、何がうまく
いっていないのかを十分に把握できているとは
言い難いのではないだろうか。次章は、実際の
事例を通じて、そうした「評価」の活用が十分
ではないことを指摘する。

3．�公立文化施設における指定管理者制度
の活用

3. 1　事例選定理由

　2010年の総務省自治行政局長通知「指定管
理者制度の運用について」（URL2）では、各都
道府県等に対して「指定管理者制度は、公共サー
ビスの水準の確保という要請を果たす最も適切
なサービスの提供者を、議会の議決を経て指定
するものであり、単なる価格競争による入札と
は異なるものであること」が示されていた。通
知以前の取り組みを踏まえて、価格偏重になっ
ていないかなどが指摘されたのである。
　通知以降の指定管理者制度の特徴としては、

2前田（2021：82）によれば、指定管理者制度における評価とは、一般的に、指定管理者が協定や仕様のとおり適切に公の施設を運営し
ているかを確認するモニタリングや管理監督の意味での評価である。前田は、この評価はいわゆる業績測定型評価であり、施設の利用
者数や施設で行われる事業等の参加者数、アンケートによる利用者の満足度、指定管理料の決算額等で評価されるとしている。
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「ツタヤ図書館」が大きな注目を浴びた。例え
ば、佐賀県武雄市に「ツタヤ図書館」を導入し
た樋渡（2014）は自身の著書『沸騰！図書館』
において次のように言及している。すなわち、
「武雄市図書館はどこの街にもあるような図書
館だった。ものすごく静か。子どもでも誰でも
少しでも話したら怒られる。よく言えば静寂な
空間、悪く言えばかび臭くて閉鎖的。初めての
人が入るにはちょっと勇気がいる。特に子連れ
の親は子どもが騒いで怒られたらどうしよう、
と躊躇してしまう。人気作家の新刊はすぐ入る
のでタダで読みたい人はいいだろうが予約が殺
到。（中略）閉館は夕方。それ以降に利用した
いと思う市民がいてもまず利用できない。受験
シーズンになれば勉強をしたい高校生と一般利
用者の間で座席の争奪戦が繰り広げられる。（中
略）こういうのがごくごく普通の公立図書館で
あり、かつての武雄市図書館もまさにそうだっ
た。僕はこういう図書館が嫌いだった。多くの
人が使えない図書館が嫌いだった。本は人生を
豊かにする。その本が集まる図書館は多くの人
が利用できるようにするべきだ」（樋渡 2014：
4-5）。樋渡の主張を長く引用したが、指定管理
者制度の活用を把握するうえで重要な主張であ
る。つまり、2010年の総務省通知ではコスト
偏重が指摘されていたのに対し、樋渡の主張で
はより多くの人が利用できるような施設にする
ために指定管理者制度を活用しようとするので
ある。
　本稿が取り上げる神奈川県川崎市市民ミュー
ジアムでも、次の資料から上述した内容と類似
する背景で指定管理者制度の導入を検討してい
たことが伺える。たとえば、「市民ミュージア
ムへの指定管理者制度導入に向けたパブリック
コメントの実施について」（URL5）では、指定
管理者制度導入以前の運営課題について、「集
客・広報面での専門的人材の不在により、効果
的な企画広報の実施に繋がらず、館の魅力的な
収蔵物や研究成果が、集客に向けた事業展開に
活かされていない」ことや「人員配置上、開館
時間外の利用など、利用者ニーズを汲み取る対

応について柔軟性に欠ける」こと、「人員配置・
予算配分の柔軟な対応や収益事業の展開ができ
ないことから、効果的に企画展示室や映像ホー
ル等の施設・設備を活用しきれていない」こと
などがあげられている。
　また、「第 1回川崎市文化芸術振興会議市民
ミュージアムあり方検討部会会議資料・会議録
（令和 2年 7月 28日開催）」の資料「市民ミュー
ジアムの活動について」（URL6）では、「ミュー
ジアムの『めざす姿』を着実に実現していくた
めには、管理運営体制の整備・強化が必要であ
り、基幹業務の総務・企画・教育普及業務は直営、
学芸業務は単年度契約による委託では、長期的
な視点にたった調査・研究の実施及び企画展の
立案等の継続性を安定して担保できないため、
権限と責任を明確にした管理運営体制の構築と
運営の効率化をめざし、全ての部門を対象にし
た指定管理制度を 2017（平成 29）年度より導
入した。導入後は、（中略）2018（平成 30）年
度には総利用者数が30万人を超える（歴代2位）
など」の実績をあげたことが記される。こうし
た資料を参考にすれば、経費削減というだけで
なく、「民間のノウハウを生かして効果的な広
報や企画展示を行い、より多くの市民の利用に
つなげる狙い」（URL7）があると読み取れる 3。
　民間のノウハウを活用した施設運営という点
では、「ツタヤ図書館」と川崎市市民ミュージ
アムの事例は類似しているが、政策目的との兼
ね合いで分析する課題は異なるように考えられ
る。理由は次のような業務特徴があげられるか
らである。
　前者の「ツタヤ図書館」に関する議論では、
政策目的との兼ね合いで注目される 1つの業務
として設計業務があげられる。例えば、「ツタ
ヤ図書館」を導入した神奈川県海老名市では、
2013年 7月「海老名市立図書館指定管理者募
集要項」によれば、中央図書館の老朽化に伴
い、「施設管理主体となる指定管理者に応募す
る事業者には、管理運営業務のみではなく、施
設改修に伴う設計業務と改修後の図書館の施設
機能に関する提案を行っていただくことになり

3 ただし星野（2021：24）は次のことを言及している。すなわち、指定管理者制度の問題の 1つとして、管理経費の削減が、雇用や労働
条件の改悪に直結しており、特に再指定の際に雇用不安、賃下げが現実化し、解雇も発生している。その結果、組織に専門性、経験が
蓄積されず、業務の質が低下し、トラブルも生じる施設がある。川崎市市民ミュージアムでも、博物館法で学芸員を配置して専門的に
市民ミュージアムの財産管理を行うことを予定していたが現実には学芸員の雇い止めが行われていることを指摘している。
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ます」とある。狭間（2016：79）は前述した武
雄市を例に、館内にはスターバックスが出店し、
併設される書店では雑誌の販売や DVDのレン
タルなどが行われ、東京都渋谷区で CCCが運
営する代官山「蔦屋書店」が移築されてきたよ
うな雰囲気が醸し出されていると言及する。狭
間の指摘は海老名市でも同様に、設計業務によ
り図書館空間が大きく左右されることは言うま
でもない。問題は、いったん建設し始めると改
修後に変更や修正が難しい業務であり、設計段
階で政策目的との整合性を確保しておくことが
重要なことである。そうでなければ、実質的な
内容は指定管理者に委ねられることになりかね
ない。
　後者の本稿が取り上げる川崎市市民ミュージ
アムの事例では、日々の業務を分析対象として
おり、そうした業務は実施開始前も重要ではあ
るが、日々の利用者とのコミュニケーションの
中で事業や政策を修正していくことも大切とな
る業務である。なぜなら、日々の学習を繰り返
すことで、当該事業を何のために実施するのか、
あるいは事業の改善点はどこにあるのかを発見
できるとともに、柔軟に対応していくことが可
能になると考えられるからである。しかし、そ
うした修正を行うためには政策目的との兼ね合
いで何をどのように「評価」するのかが重要で
あり、川崎市市民ミュージアムの事例ではそう
した問題点を検討するのに有用ではないかと考
え選定するものである。

3. 2　事例概要

　1988年 11月に開館した川崎市市民ミュージ
アムは博物館と美術館を複合した文化施設であ
る（URL6）。白井（2021：9）によれば、川崎
市市民ミュージアムは、歴史・民俗分野の収蔵
資料を常時公開し、川崎の成り立ちと歩みを紹
介してきたほか、都市文化の形成に大きな役割
を果たしてきたポスターなどの複製芸術による
美術品を多く収蔵し、公立の博物館・美術館で
は日本で初めて漫画部門を設置した施設であ
る。また、民俗、歴史、考古、美術文芸、グラフィッ
ク、写真、漫画、映画、映像の作品・資料など
約 26万点を収蔵する、地下 1階地上 3階建て
の施設である（白井 2021）。
　前述した通り指定管理者制度が導入されたの

は 2017年度である。市民ミュージアムの設置
目的は、川崎市市民ミュージアム条例第 1条に
は「考古、歴史、民俗、美術、映像等に関する
資料及び作品について収集、展示、調査研究等
を行うこと等により、市民の観覧、学習、研究
等に資するとともに市民相互の交流を推進し、
もって市民の教育、学術及び文化の発展に寄与
する」ことを目的とするとある。
　「市民ミュージアムのめざす姿・目標」につ
いては、「川崎市市民ミュージアム指定管理仕
様書」では次のように記されている。「市民
ミュージアムのめざす姿」は、「市民ミュージ
アムの強みや川崎の持つポテンシャルを活かし
全国に発信できるミュージアム」「市民に親し
まれる川崎発の市民文化の伝承と創造の発信拠
点としてのミュージアム」「生活にうるおいを
もたらし、地域の活性化に貢献する拠点とし
てのミュージアム」が掲げられている。「市民
ミュージアムとしての目標」は「地域活性化及
びまちづくりへの貢献」「地域社会への還元」「地
域社会の協働」の項目があり、例えば「地域活
性化及びまちづくりへの貢献」では「博物館機
能と美術館機能を兼ね備えた施設として、また、
地域社会の一員として従来の専門性を損なうこ
となく、調査研究・収集・保管や教育普及、ま
ちづくりへの貢献等の活動を行い、文化芸術の
振興や市民の創造的な活動の支援を担う中心的
な公の施設として、地域の活性化やまちづくり
に寄与します」（川崎市市民ミュージアム指定
管理仕様書 2016：3）とある。
　指定管理者に求める役割としては、「民間事
業者としての柔軟な発想及び独創性、さらに
はこれまで蓄積してきた研究成果を引き継ぎ、
サービスの向上や魅力ある企画の実現など、事
業の充実と新たな来館者の創出に向けて創意
工夫するとともに、効率的な運営に努めるこ
と」（川崎市市民ミュージアム指定管理仕様書 
2016：3）などが期待されている。
　2015年川崎市市民・子ども局「市民ミュー
ジアムへの指定管理者制度導入に向けたパブ
リックコメントの実施について」（URL5）に
は、どのような業務を委ねるのかが記されてい
る。すなわち、①企画展の開催、②教育普及事
業、③映画上映、④図書館事業、⑤貸館、⑥レ
ストラン及びショップの運営、⑦その他（施設
の空き時間や空きスペースを有効活用した提案
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事業、自主事業の実施など）であり、例えば「企
画展の開催」であれば、「提案事業とすること
により、民間のノウハウを活かした魅力的な展
示の実施を図ります」とある。また、指定管理
者移行後も川崎市が行う業務も記されており、
①収蔵品の購入、②施設の整備・大規模修繕の
工事設計・監督、③財産管理、④制度改正・規
定整備、⑤指定管理者の指導、監督、評価があ
げられている（URL5）。
　こうした資料から重要であることは、企画展
の開催や図書室の運営、施設の維持、教育普及
事業などを指定管理者に委ねるとあるが、そう
した活動を誰がどのように「評価」するのかと
いう点である。なぜなら、決まった通りの内容
を実施できているのかを確認することも重要で
あるが、企画展などを開催する場合、何のため
にどのような内容を実施するのか、実施後どう
であったのかを検討していくことが重要であ
り、そうした検討を行わなければ何のための活
動なのかがわからなくなる可能性が予想される
からである。

3. 3　事例分析

　上述した内容を分析するうえで、まず何をど
のように「評価」しようとしているのか、その
体制を整理していく。「川崎市市民ミュージア
ムの管理運営に関する基本協定書」第 38条、
第 41条には、「事業報告書」と「事業評価およ
び総括評価」に関する規定がある。同基本書第
38条では、指定管理者は、毎年度の事業終了後、
次に定める事項を記載した事業報告書を自治体
に提出しなければならないとしている。具体的
な項目は、①本業務の実施状況、②施設等の利
用状況、③指定管理業務及び自主事業等の収支
状況、④利用料金収入及び図録等収納代行の実
績、⑤来館者数の実績、⑥利用者からの意見等
の把握結果及び対応状況、⑦本業務の実施結果
に対する自己評価、⑧個人情報の保護状況、⑨
自主事業の実施状況、⑩事故の発生状況、⑪そ
の他川崎市が必要と認めるもの、である 4。また、
同基本協定書第 41条では、自治体は、第 38条
の規定により指定管理者が提出した事業報告書

に基づき、事業目的の達成度や事業による効果、
施設の維持管理状況等について、事業評価を行
うものとし、その事業評価の結果について、指
定管理者に通知するとともに、自治体のホーム
ページで公表するものと規定している。
　では、自治体は指定管理者による施設運営を
どのように「評価」しているのか。評価シート
（URL8）の「評価」は、大きく 5つに分類され
ている。「利用者満足度・事業成果」「収支計画・
実績」「サービス向上及び業務改善」「組織管理
体制」「適正な業務実施」である。各分類の着
眼点として、「利用者満足度・事業成果」では、
「利用者満足度は向上しているか」などが、「収
支計画・実績」では「計画に基づく適正な支出
が行われているか」などが、「サービス向上及
び業務改善」では「基本理念等に基づき、適切
なサービスが提供されたか」などが、「組織管
理体制」では「必要な人員（人数・有資格者等）
が必要な場所に適切に配置されているか」など
が、「適正な業務実施」では「安全な利用に支
障をきたすことのないよう、施設・設備の保守
点検や整備等を適切に実施しているか」などが
記されている（URL8）。
　このような資料から本稿において重要となる
のは、自治体による実施の評価について、事業
目的の達成度や事業による効果についての評価
を行うとしているが、目的との兼ね合いでどの
ように評価できるのかということである。評価
シート（URL8）の「事業成果」の着眼点では
「事業実施による成果の測定が適切に行われて
いるか」「当初の事業目的を達成することがで
きたか」が記されていた。また、事業目的の達
成度や事業による効果について次のような記述
がある。すなわち、「年間総利用者数は 282,211
人となり、指定期間の最終年度の目標として掲
げた目標を初年度で達成した。開館（昭和 63
年 11月）翌年度の 311,576人に次ぐ利用者数
であったとともに、企画展の入館者数（110,100
人（有料・無料含む））は開館以降の最高数となっ
た。特に、日本・デンマーク国交樹立 150年を
記念し、ハンス・クリスチャン・アンデルセン
博物館の所蔵品と親子で一緒に楽しめる体験型
の展示で構成した『アンデルセン展』や、夏休

4 他にも同条 3項と 4項にはそれぞれ、月毎・四半期毎の事業報告を川崎市に提出しなければならないことが規定されている。
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み期間中の小中学生をターゲットに、3Dトリッ
クアートと木製からくり玩具による体験型の展
示で構成した『からくりトリックの世界展』、
公の施設では初の取組であり、みうらじゅん氏
のコレクションを一堂に集めた『みうらじゅん
フェス！マイブームの全貌展』など、指定管理
者ならではの時宜を得た企画や、他にはない初
の取組、効果的な営業・広報により集客した点
が評価できる」（URL8）とある。
　上述した着眼点や事業成果に対する記述から
は、事業を行った結果、定量的にどのような効
果をあげたのかを読み取ることができるが、企
画について施設の目指す目的や効果との兼ね合
いでどのように考えれば良いのだろうか。「川
崎市市民ミュージアム指定管理者事業計画書」
の「川崎市市民ミュージアムの設置目的や役割
等に基づいた施設運営についての考え方」に
は、指定管理者として「施設の設置目的を実現
し、文化芸術を通じて賑わいを創出し、“まち
の活力アップ” に寄与します」とある。もっと
も、市民ミュージアムの設置目的は、「川崎市
市民ミュージアム条例」第 1条では「考古、歴
史、民俗、美術、映像等に関する資料及び作品
について収集、展示、調査研究等を行うこと等
により、市民の観覧、学習、研究等に資すると
ともに市民相互の交流を推進し、もって市民の
教育、学術及び文化の発展に寄与すること」で
あった。こうした目的規定ではどのような状態
になれば「市民の教育、学術及び文化の発展に
寄与」したと言えるのかが難しい。
　また、「市民ミュージアムのめざす姿」でも、
例えばその 1つの方針である「生活にうるおい
をもたらし、地域の活性化に貢献する拠点とし
てのミュージアム」というのも、どのような状
態になれば「地域の活性化に貢献」したと言え
るのかが明確に規定されているとは言い難い。
それゆえ、何のためにその事業を行うのかがわ
からなくなる可能性がある。例えば、評価シー
トに記載されていた「アンデルセン展」は、デ
ンマークのオーデンセ市にあるアンデルセン博
物館に所蔵している資料を展示するというもの
であった。「川崎市市民ミュージアム指定管理
者事業計画書」の「企画展示事業の基本的な考
え方」には、博物資料の企画展示に際して、「川
崎の歴史・伝統・文化情報について収集し、調
査研究した成果を、市民にわかりやすくかつ興

味深く伝えることで、市民が地域への関心や愛
着を持ち、さらには市民一人ひとりがよりよい
川崎（地域）づくりや川崎（地域）の将来を考
える機会となるような企画展示を行います。（中
略）力強い産業都市川崎の特色と価値をアピー
ルするため、当施設が所蔵していなくても、よ
り理解を深め興味をわかせるために必要な関連
資料は映像等での展示方法も取入れます」とあ
る。ただし、上述した企画は、多くの利用者か
ら好評を得たのかもしれないが、また事業計画
書には川崎市とオーデンセ市が経済協力の提携
していることに触れているが、設置目的や市民
ミュージアムが目指す姿との兼ね合いでどのよ
うに評価して良いのかがわからなくなる危険が
ある。
　たしかに、川崎市「市民ミュージアムの活動
について」（URL6）では、開館 2年目には入
館者数が 30万人を超えるなど多くの来館者が
あったが、2000年には入館者が 8万人台にな
るなど大幅に利用者が減少し、また 2004年 2
月に包括外部監査から、「民間であれば倒産状
態、再生委員会を設置して基本テーマ・コンセ
プトの見直しや収支の考え方などを検討すべ
き」等の指摘を受けてきたことが記されていた。
また、前述したように「川崎市市民ミュージア
ム指定管理仕様書」では、指定管理者は、「民
間事業者としての柔軟な発想及び独創性、さら
にはこれまで蓄積してきた研究成果を引き継
ぎ、サービスの向上や魅力ある企画の実現など、
事業の充実と新たな来館者の創出に向けて創意
工夫するとともに、効率的な運営に努めること」
などが期待されていた。つまり、指定管理者を
導入する目的や背景という観点からは上述した
企画は「期待した成果」をあげられているのか
もしれない。しかし、それだけでは不十分と言
える。主に 2つの理由があげられる。
　第 1に、手段が目的化する危険である。つま
り、来館者数を増やすことが目的となり、何の
ための施設なのかがわからなくなることであ
る。特に、施設の目指す目的や成果が曖昧であ
ると、目的等との兼ね合いで評価することが難
しい。それゆえ、施設を設置することでねらっ
ている効果や目的を明確に設定しておくことが
重要となる。第 2に、「企画と実施」の一体化
が難しくなることである。「市民ミュージアム
の活動について」（URL6）には、「基幹業務の



有本　　新10

総務・企画・教育普及業務は直営、学芸業務は
単年度契約による委託では、長期的な視点に
たった調査・研究の実施及び企画展の立案等の
継続性を安定して担保できないため、権限と責
任を明確にした管理運営体制の構築と運営の効
率化をめざし、全ての部門を対象にした指定管
理制度を 2017（平成 29）年度より導入した」
とあるが、施設の目指す目的を実施担当者が意
識できるような体制が築かれていなければ何の
ための事業なのかがわからなくなり、指定管理
者制度を導入すること自体が「企画と実施」を
一体的に結ぶことを阻害することになりかねな
い。それゆえ、実施担当者が施設のねらう効果
や目的を意識できるようにするためには、その
1つの手法として「評価」の活用が不可欠では
ないかと考える。
　以上のように、仕様書通りに実施することだ
けでなく、民間事業者のノウハウを活用した施
設運営を目指す場合、「評価」の活用が重要で
あるにも関わらず、そうした活用が十分にされ
ていないまま指定管理者制度が導入されている
ことが問題ではないかと考察する。その結果と
して、政策のアウトプットやアウトカムに対す
る最終的な責任は設置者である自治体であるこ
とは言うまでもないが、実質的に誰がどのよう
な責任を負うのかが曖昧になる危険を孕んでい
る。

4．おわりに

　本稿は、川崎市の公立文化施設を題材に、指
定管理者による公の施設運営を取り巻く現状の
変化に伴い、どのような問題が生じているのか、
仕様書などを用いつつ分析してきた。これまで
の指定管理者制度の研究では、指定管理者が協
定書や仕様書通りに公の施設を運営しているか
を確認するモニタリングや管理監督の意味での
「評価」の活用が主となっていた。そもそも政
策的視点が馴染まないとされてきたのである。
しかし、従来の業務委託と変わらない施設運営
というよりも、近年では「性能発注」的考えに
よる指定管理者制度の活用が一般に注目を集め
てきた。権限を委譲し、より一層民間事業者の
ノウハウを活用しようとする動きである。本稿
ではそうした動きに着目し、「性能発注」的考

えで民間事業者に委ねると、理念では「企画と
実施」の一体化が期待できるのかもしれないが、
実施担当者が施設のねらう効果や目的を意識で
きるような環境を整備していないと、指定管理
者制度の導入自体がマイナスに作用する可能性
があることを示したものである。
　もっとも、こうした分析には限界もある。大
きく 2つの点に触れておきたい。第一に、本稿
は川崎市の公立文化施設を題材に分析してきた
が、川崎市のみにしか適用できない分析なのか、
あるいは「性能発注」的考えに基づく指定管理
者に施設運営には適用できる分析なのかといっ
たどの程度の範囲で分析可能なのかについては
検討できていない。また「ツタヤ図書館」には
少し触れたものの、施設ごとによる違いについ
ても論じていないため、今後事例を増やして検
討していくこととする。第二に、施設の目指す
目的との関連で「評価」の活用を目指す重要性
を主張してきたが、その活用を目指すためには
そのプロセスに関わる人の意識だけでなく、施
設のねらう効果や成果、目的を明確に設定する
必要がある。しかし、本稿はそうした目的等を
どのように設定するのかといったことについて
論じられていない。その検討も今後の課題とし
たい。
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